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平成28年度 当初予算 問　財政課（内線4052）問

一般会計　2,215.5億円（対前年度比▲13.4％、342億円の減）
総 会 計　3,098.2億円（対前年度比▲20.5％、797億円の減）

　本年度当初予算は、「震災復興基本計画」に掲げる「再生期」
の３年目として、期間の折り返しを迎えます。
　復興事業は、目に見える形で進んできましたが、いまだに仮
設住宅等では多くの被災された市民の方々が不自由な生活を
余儀なくされており、復興事業のさらなる推進を図っていく
ため、引き続き「震災復興基本計画」に掲げた施策を重点的に
予算化しました。
　また、「総合計画」に掲げる事業についても、引き続き厳選し
た中で取り組むこととします。

会計別予算一覧 （単位：千円、％）

会計区分 平成28年度当初予算
対前年度比較

増減率

一般会計 221,550,000 ▲13.4

復旧復興分 155,163,805 ▲ 20.7

通常分 66,386,195 10.3

特別会計 77,366,143 ▲ 36.1

内      

訳

土地取得 2,274,053 ▲18.6

水産物地方卸売市場事業 428,297 ▲13.1

下水道事業 20,460,929 ▲ 65.1

漁業集落排水事業 28,123 9.7

農業集落排水事業 480,903 ▲ 3.4

浄化槽整備事業 132,761 ▲ 29.0

市街地開発事業 16,222,436 ▲14.6

産業用地整備事業 1,038,254 ▲ 46.2

国民健康保険事業 21,819,919 ▲ 5.5

後期高齢者医療 1,730,102 2.4

介護保険事業 12,750,366 1.1

病院事業会計 10,913,283 ▲14.5

合計 309,829,426 ▲ 20.5
※増減率は平成27年度当初予算との比較で▲は減少を表します。

※( )内は総額に対する割合を表します。

歳入総額
2,215.5億円

１.歳入 市税
172.3（7.8％）

その他
1,101.5（49.7％）

国庫支出金
251.1（11.3％）

地方交付税
465.7（21.0％）

県支出金
64.0（2.9％）

市債
121.3（5.5％）

譲与税・交付金
39.6（1.8％）

自主財源
790.0（35.0％）
自主財源

1,273.8（57.5％）

依存財源
1,470.0（65.0％）
依存財源

941.7（42.5％）

（単位：億円）

２.歳出（目的別）

土木費
1,115.5（50.4％）

民生費
276.8（12.5％）

農林水産業費
122.9（5.5％）

衛生費
91.7（4.1％）

総務費
144.7（6.5％）
災害復旧費
218.4（9.9％）

教育費
96.5（4.4％）

公債費
72.8（3.3％）

その他
5.0（0.2％）

消防費
38.3（1.7％）
消防費

36.8（1.7％）

商工費
30.7（1.4％）

労働費
3.7（0.1％）

（単位：億円）

歳出総額
2,215.5億円

一般会計の内訳

■庁舎整備震災関係費　雄勝総合支所および荻浜支所の再建に
係る基本設計を行うもの 9,000 

■震災復興離島対策関係費　田代島仁斗田港に離島航路待合所を
整備するもの 9,000 

■地域コミュニティ再生関係費　コミュニティーづくりのため
に町内会等が行う講演会、清掃作業等のイベントへの補助や被
災した集会所の再建等に対する補助を行うもの

374,179 

■被災者生活支援事業費  サポートセンターへの維持管理や、応
急仮設住宅に入居している被災者の見守り、生活相談、復興公
営住宅移行期の入居者支援に要する経費ほか

797,079 

■被災者住宅再建補助事業費　被災住宅の再建を行う被災者に
対する独自再建補助金 4,168,230 

■復興公営住宅等移転支援事業費　応急仮設住宅から復興公営
住宅等への円滑な移転を図るため、防災集団移転対象世帯等以
外の世帯へ移転費用の一部（一律10万円）を補助するもの

170,150 

■環境政策震災関係費  太陽光発電システム、蓄電システム、エネ
ルギー管理システムを導入する方に対する補助金 35,000 

■事業復興型雇用創出事業費　市が認定した産業施策の支援を
受けた事業所に対する雇用創出助成金 286,900 

■農業復興推進費  被災地域の育苗ハウス、トラクター等農業施
設整備やほ場整備に伴う県営事業負担金ほか 911,239 

■林業復興対策費　東日本大震災の津波を受け枯れ木となった
立木を伐採して危険を除去するもの 20,000 

■水産業復興対策費　養殖等の水産物回復のための受け皿とな
る水産加工処理施設を整備する事業者に対する補助金や漁港
の復旧工事と併せたソーラー式照明の設置を行うもの

3,587,909 

■さけ人工ふ化場整備事業費　牡鹿地区後川さけ人工ふ化場の
再建に係る設計に要する経費 28,000 

■企業立地等促進事業費　東日本大震災により被災し移転を余
儀なくされた造船業の早期復旧のための補助金および企業立
地等促進条例補助金ほか

1,301,679 

■観光物産復興対策費  本市への教育旅行の誘致を図るための素
材の洗い出しやコースの設定をするための業務委託のほか、観
光物産の復興に向けたイベント等への補助金ほか

48,421 

■鋳銭場・住吉町一丁目2号線等道路改良事業費  石巻駅南北間
のアクセス性向上のための道路改良を行うもの 26,300 

■市街地防災施設堤防活用整備事業費  国の旧北上川堤防整備と
併せて水辺に沿った散策路や休憩所等を整備するもの 94,700 

■石巻工業港運河線街路整備事業費　下釜南部地区と国道45号
を結ぶ道路を整備するもの 1,315,630 

■渡波稲井線街路整備事業費　渡波地区から内陸部の稲井地区
側への避難路等として整備するもの 1,494,710 

■釜大街道線街路整備事業費　被災時における復旧活動、避難等
を迅速に行うため、日和山や市街地内陸部への逃げ道となる避
難路を整備するもの

2,876,650 

■（仮称）南浜地区復興祈念公園整備事業費  国、県、市が連携して
震災による犠牲者への追悼や伝承等を行う復興祈念公園を整備
するもの

148,019 

■復興公営住宅整備事業費　東日本大震災により住宅を滅失した
被災者の居住の確保のため復興公営住宅を整備するもの 32,543,034 

■防災集団移転促進事業費　震災により住民の居住に適当でな
いと認められる区域となった地域にある住居の集団による高
台等への移転を推進するもの

22,590,026 

■地域防災力向上対策費　地域の防災リーダーである防災士の
養成に要する経費のほか、自主防災組織の育成機能強化のため
の補助金ほか

73,842 

■被災児童・生徒通学支援事業費　震災によりやむなく遠距離通
学となる児童および生徒に対する通学支援（スクールバス等）
を行うもの

442,689 

■複合文化施設整備事業費　東日本大震災で被災した文化セン
ターの博物館機能と市民会館のホール機能を複合施設として
整備するための基本設計等を実施するもの

162,690 

一般会計（震災に関する主な事業費） （単位：千円）


